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専門部会のご意見を伺いたい事項

番号 部局名 教育庁 課室名 幼保推進課

１ 事項名 待機児童解消に向けた保育士等の確保について

内 より多くの保育士等を必要とする３歳未満児において、保育需要（入所希望）が増

加しており、一部の地域で必要な保育士等が確保できずに待機児童が発生している。

国、県、市町村ともに、保育人材を確保するための対策を行っているが、保育士等

容 の有効求人倍率は高止まりしており、期待したような効果が現れていない。

有効な対策を講ずるためには、どのような方法を用いればよいか。

経 ・就学前施設に入所する児童割合が上昇するとともに、入所児童の９割超が保育施設

（保育所、認定こども園等）に集中している。

緯

・施設における保育士等は増加傾向にある一方、①結婚・出産・子育て、②給料が安

等 い、③仕事量が多いなどの理由により、離職した保育士のうち６割が９年目までに退

職するなど離職の多さが、保育士不足の要因の1つとなっている。

・このため、保育士等が働き続けられる職場環境を整備することで、需要に応じた保

育人材を確保し、待機児童の解消を図ることとしている。

取 ・平成２９年度 県の主な保育士確保対策

① 新規人材の確保

組 保育士修学資金貸付事業（９１人：県内６１人、県外３０人）

② 職場環境の整備

状 技能・経験に応じた処遇改善（概７年目：月額４万円、概ね３年目月額５千円）

保育士産休等代替職員費補助事業（助成２４人）

況 子育て支援員養成事業（修了者１１７人）

・平成３０年度以降の重点的な取組方針

① 技能・経験に応じたキャリアアップ制度と処遇改善の導入促進

② 園内業務のＩＣＴ化や「みなし保育士」等の補完的な人材養成等による業務負

担の軽減」

③ より身近な地域における研修機会の提供をはじめ、保育者の業務ニーズに応じ

た研修カリキュラム・指導体制の構築
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番号 部局名 あきた未来創造部 課室名 次世代・女性活躍支援課

２ 事項名 人口減少社会に対応した女性の活躍支援について

内 人口減少が続き、様々な分野で人手不足が顕在化する中、女性の個性と能力を県内

企業が生かしきれていないことにより、若年の女性の県外流出や企業における管理職

容 への女性登用が少ない状況が続いていることから、女性に魅力ある仕事の創出ととも

に、女性の就業率が低い産業の雇用環境の改善やロールモデルとなる女性の育成に取

り組む必要がある。

経 ○ 平成２８年度から女性活躍推進法が全面施行され、企業に対しては、職場におけ

る女性の活躍推進に向けた取組として、一般事業主行動計画の策定が義務化（中小

緯 企業は努力義務）された。

○ 県では、県内中小企業の取組を促進するため、専門家の企業訪問による一般事業

等 主行動計画の策定などの支援等を実施している。

○ その結果、行動計画策定企業数が東北第１位となるなど、一定の成果が挙がって

いる一方で、女性管理職が少なく、若年女性の県外流出が多いなど、未だ課題も多

く見られる。

・一般事業主行動計画策定企業数（従業員数300人以下:H30.3月末）…130社(東北1位､全国10位)※県内企業数の1%
うち、えるぼし認定企業数（H30.3月末）… 0社(東北6位､全国46位)

・管理的職業従事者に占める女性の割合…14%（全国44位）※国勢調査[就業状態等基本集計]（H27）より
・20～24歳女性の県外転出者数…1,200人（年齢別階層で最多） ※人口流動調査（H29）より

○ こうした課題を解決するため、女性活躍のモデルとなる県内企業の育成を図り、

これらモデル企業を模範として、県内企業へと普及拡大していくことによって、女

性の新たなチャレンジの創出・拡大や女性の新たな雇用拡大・定住促進に繋げてい

きたい。

取 ○ 平成３０年６月１日に、「あきた女性活躍・両立支援センター」を秋田県商工会

連合会内に設置し、女性活躍に対する企業の取組支援の強化を図った。

組 ・法制度等の普及啓発や企業からの相談をワンストップ化

・専門アドバイザーの派遣などのサポートを総合的に実施

状

○ 課題解決に向けて、様々な分野で活躍する県内の女性の方々から意見を聴き、施

況 策に反映させるため、この夏にヒアリング調査の実施を予定している。
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